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Abstract
lTIBrowntJ．BoardqfEducat10Tl，theU・S・SupremeCourtde－
cidediTll954thatseparateeducationalfacilltieswereessentially
unequal，Whichinvalidatedthelegalfoundation ofdejure segr
regationinthe South・The Brown decision，however，made no
SPeCific referenceswith respeCt tO reCtifying government－SPOn－
SOredschooIsegregation・Thus，TitleVlofthe1964Civi1Rights
ActauthorizedtheDepartmentofHealth，EducatlOTl，andWel－
fare（HEW）tocutfederalfundsfromschooldistrictsrefuSingto
desegregate・However，eVenduringltSmOStactivepenod，HEW
enforcedthelawpartiallyandinhighlylimitedareas・
Duringtheearlyl970S．mandatorybusiTlgWaSCOnSideredtobe
necessarylnOrdertodesegregateschooIsnotonlyintheSouth
butalsointheNorth．Ascourtsorderedmandatorybusingacross
the United States，universities’afElrmative action programsin
admissions were brought to court・The federalSupreme Court
announceditswatershedjudgmentinRegenLsqftheUnit，enityqf
CaLqomiav．Bakkein1978．TheCourtdecidedthatracialquotas
wereunconstitutional；however，universitiescouldtakeanappli，
cant’sraceintoaccountasonefactoraffectingadmissionS・Ttalso
heldthattheCalifomiaSupremeCourtorderadmittingBakketo
themedicalschooloftheUniversltyOfCalifomiaatDavisumder
a special admissions program unconstitutionally denied Bakke
equalprotection as guaranteed under the Fourteenth Amend－
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mcnt．
In2003，theU．S．SupremeCourthearditsflrStafEmativeac－
tion casein twenty－flVe yearS・In G，utter VL BoLEinger，Sandra
DayO’Connor，Whowrotethemajorityopinion，heldthat“【t］he
CourtdeferstoltheUmiversityofMIChlganlLawSchool’seduca－
tionaljudgment thatdiversltylS eSSentialtoitseducationalmiS－
Sion・”Sheclaimed，however，thatintwenty一缶veyears”theuse
OfracialpreferenceSWiⅡnolongerbenecessary”tofurtherthe
compe11inginterestin dlVerSity・This paper questions　that
assumptionandarguesthatthe”invlSiblehand’’maynotproduce
JuSticeandequalitylnanincreaslnglydiversifiedcountrylikethe
UnitedStates．
はじめに
1954年の第1次ブラウン判決で合衆国最高裁判所は、黒人と白人を別々
デイセダりゲーニ′1ノ
の公立学校で教育する人種別教育を違憲としたが、人種別教育廃止の実施
方法には触れなかった。公民権運動初期には初等・中等教育において、ま
た少し遅れて、高等教育においても、まず名目的な数の黒人児童・生徒・
学生を白人校に入れるために連動が展開された。
このブラウン判決以降のほぼ10年間は公民権運動が盛り上がり、その成
果の1つとして1964年には画期的と言われる公民権法が成立した。この法
律の第6編では、人種差別をしているプログラムへの財政支援打ち切りの
権限を連邦政府に与えている。人種別教育廃止に従わない学校区への財政
支援打ち切りの権限を持ち、強力に人種別教育廃止を進めたのがリンド
ン・B・ジョンソン（LyndonBJohnson）政権の健康教育福祉省（HEW）で
あった。が、その対象地域は、黒人数の多くない、南部の非都市部に限ら
れていた。
黒人数の多い北部の大都市に人種別教育廃止の動きが広がるきっかけと
なったのは、ノースカロライナ州での強制パス通学による人種割合の均衡
と人種割当てを認めた1971年のスワン判決を、1973年に最高裁判所が北部
の学校区に適用してからである。第2次ブラウン判決以降、「きわめて慎
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重な速度で」進められた教育における人種統合を急速に推し進めようとし
たのが、強制バス通学であった。しかし、人種統合を避けて郊外へ引っ越
しする白人家族の増加により、黒人児童と統合されるべき白人児童の流出
が続いた。
公民権運動が1964年の公民権法で一区切りがつく頃からアファーマテイ
ブ・アクションという特定の人種に対する優遇措置が練られるようになっ
た。人を抽象化して同等と捉え、能力主義を重んじるアメリカ社会では、
生まれながらに持つ属性によって、ある集団を優遇するというのは、規範
に逆行する。その逆行を許容することになったのは、頻発する黒人暴動へ
の対処が必要であったからであり、また差別解消を数値で判断しようとす
る行政の成果主義があったからである。
低い年齢層が対象の強制バス通学と、強制的にパス通学をさせられる年
齢層を越える層と就職をめざす層が対象となるアファーマテイブ・アクシ
ョンは、別々に研究されることが多い。しかし、いずれも、有権者の政治
意識を反映する政権交代による影響を免れない。国家の行政の長自身の打
ち出す政策による影響のみならず、その長が任命権を持つ裁判官の構成が
変わることによってもこれらは影響を受ける。公民権法の第6編の適用と
強制パス通学の問題、さらにアファーマテイブ・アクションという3つの
問題を時代の推移の中で併せて捉え直すことによって、公民権運動以降の
アメリカ社会に変化を与えて動かしてきた要因を探るのが本稿の目的であ
る。
1　第6編の強制
アメリカの法と政削こおける分水嶺になった1964年の公民権法は、人種
の平等を法的に獲得するための黒人公民権運動の1つの到達点であり、公
＝
民権に関する最も行き届いた法律だと言われている。その第6編は次のよ
うに定められている。「合衆国におけるいかなる人も、人種、皮膚の色、
出身国を理由に、連邦政府の財政援助を受けているプログラムあるいは活
23
動への参加を排除されたり、その利益に与ることを拒否されたり、差別さ
21
れたりしてはならない。」つまり連邦政府の財政援助を受けていながら人
種差別をしているプログラムや活動に対してはその財政援助を停止するこ
とができるということである。この第6編によって、財政援助を停止する
権限を有することになったのは連邦政府内の健康教育福祉省（HEW）であ
31
る。
1965年8月23Elは、南部および境界州の17の州のほぼ5千の学校区のう
・ヒクFレゲ1－ンコノ
ち約4百の学校区で人種別教育を廃止するよりは、政府からの財政援助な
しで済ませる方を選択したという。それが8月29日までに、その教は減り
170にまでなった。これは、1965年から1968年のジョンソン政権の閥、南
部の学校で人種別教育廃止が大きな躍進を遂げたことの一端を示すもので
あろう。ジョンソン政権は資金援助停止リストに634の学校区を挙げ、実
際には、125の学校区への資金援助を停止した。ジョンソン政権時代は、
教育機関における人種差別に関する法律の活用を、HEWと裁判所が協力
41
して行った。
1968年の大統領選でリチャード・ニクソン　佃ichardNixon）は、南部の
白人票を取り込むために「南部戦略」を打ち出した。その中でニクソンは、
連邦赦判所とHEWが促す人種改革を批判した。1969年1月に誕生したニ
クソン政権は7月になると、第6編に関し、連邦政府からの資金打ち切り
は強調せず、資金打ち切りを条件に人種別教育を救済する方法を最小限に
する旨、声明で伝えた。ニクソン、それに続くフォード政権ではHEWと
裁判所は対立するようになり、ジョンソン政権時代のようなHEWと裁判
SI
所の協力関係は損なわれた。政権が代わり、それまでの政策の見直しが行
われでも、裁判所の判事の入れ替えは政権交代と同時に行われるわけでは
ない。したがって、前政権と同様の判断をした裁判所が、現政権ではその
判断において裁判所と組齢をきたすことがありうる。
1960年代末から1970年代初めにかけてのアメリカの主要な政治課題はベ
トナム戦争であり、公民権の問題は中心課題ではなくなっていた。そして
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70年代末には、ケネディ・ジョンソン政権時代に噴出した人種平等を求め
る闘争熱は失われ、それに代わって経済間竜が台頭してきた。70年代後半
は2桁のインフレや金利上昇、さらにガソリン不足などの問題が国内政治
6I
の中心に据えられていったのである。しかし、これは人種に関わる問題が
議論されなくなったということではない。
1969年、HEWは、ミシシッピ州に、高等教育における人種差別教育廃
止を要求した。HEWによって人種別教育廃止を求められた州は10州あっ
たが、そのうち5州は、それを無視した。その5州の中にはジェームズ・
メレディスが1962年に入学するまで完全な人種別教育が維持されてきたミ
シシッピ州が入っていた。ミシシッピ州立大学にHEW内の公民権局
（OCR）が1973年に第6編違反を伝え、ミシシッピ州政府に人種別教育廃
止計画を提出するように求めた。歴史的に黒人大学であった大学は、伝統
的に白人大学であった大学と教育の質が異なるため、多くの白人学生を引
きつけることができないということを、OCRは特筆した。しかし、ジョ
ン・プラット　UohnPratt）判事がミシシッピ州に人種別教育廃止を提出す
るように命ずるまで、ミシシッピ州政府はOCRの求めに応じなかった。
1974年9月にミシシッピ川が提出した計画をHEWは拒否し、訴訟を起こ
7I
すためにHEWはその間題を司法省に委ねることになった。この訴訟がア
メリカ合衆国対フォーデイス事件（乙玩i短日加血川．紬如）である。
このフォーデイス訴訟に司法省が1976年に、原告側に立って介入した。
歴史的な人種差別を紋済するために、歴史的に黒人大学である大学を向上
させる必要があるという原告の主張を、司法省が支持したからである。フ
ォ・一デイス訴訟は1992年6月に8対1という最高裁判決で、ミシシッピ州
政府の義務の不履行が指摘された。高等教育における人種別教育を打破す
るための積極的な義務をミシシッピ川が果たしていないという判決であっ
た。単に差別のない入学方針では、従来の制度を打破するのに十分ではな
81
いという判断が下された。このように第6編をめぐる訴訟が90年代まで尾
を引いている。それは、1954年に時代を画したブラウン判決の「分離すれ
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ば不平等」という法理を現実に実行する段になると、奴隷制の時代以来積
み重ねられてきた人種間の関係が現代でも人種間の関係に影を落としてい
るからである。そのような人種関係の負の遺産を越えようとする試みが、
たとえば次に述べる強制バス通学という救済策である。
2　強制パス通学
い）救領方法
人種別教育を廃止する目的で現在でも全米で裁判所命令により、何百も
の学校区で強制バス通学が行われている。望ましい学校のある地区に住め
る中流階級の親たちは子を地域の学校に行かせたいと思う一方で、低所得
のマイノリティの親たちは、居住地区にある学校よりも、その親たちが経
済的理由によって住めなかった地区にある学校に子を強制バス通学で送り
たいと思っている。ブラウン判決は、人種別教育を定めた法律は認められ
ないとしたが、人種別教育を廃止する具体的な方法について言及してはい
ない。1970年代の闘争・論争は、ブラウン判決の原則、つまり、人種別の
教育を行うこと自体が修正第14条に違反する、ということに関してではな
9，
く、人種別教育に対する救済方法のあり方である。救済方法のあり方のひ
とつが強制バス通学であった。
1968年のグリーン判決から、北部諸都市へ強制バス通学が適用される
1973年の間に、強制バス通学によって積極的に人種統合を図り、人種割合
10）
の均衡を作り出すという規範がまとまっていった。
（2）グリーン判決（1968）：人種別教育廃止のための積極的義務を課す
1968年のグリーン対ニューケント郡（Grgg…．血融′強雨Cぬゆ）事件はヴ
ァージニア州での訴訟である。ニューケント郡では白人と黒人が郡内に散
在していた。バス通学によって、白人は白人の学校へ通学し、同様に黒人
は黒人の学校に通学していた。このようにしてニューケント郡では人種別
教育を維持してきた。ブラウン判決後も10年間、それにはまったく変化が
26
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なかった。ブラウン判決後に制定されたヴァージニア州の法律では、通学
する学校を代えるためには、州の委員会に請願に行かなければならなかっ
た。1964年までは、白人の生徒は白人のみの学校へ通い、黒人の生徒は黒
III
人のみの学校に通っていた。
公民権法第6編に違反せずに連邦政府からの財政援助を受け続ける目的
で教育委員会は、自由選択計画を採択したが、これら2つの学校で人種別
教育廃止に至らせることになる居住地区による通学（geographicattendance
zone）を採択することはなかった。同一郡内に白人と黒人が散在している
ので、居住区に基づき通学校を定めれば、白人と黒人の生徒が教室で机を
並べるのは［＝こ見えているからである。1967年には自由選択により15％の
黒人生徒が白人校を選んだが、白人生徒で黒人校を選んだ生徒はひとりも
12I
いなかった。
1968年のグリーン判決で、教育委員会に要求されたのは、「白人」校と
「黒人」校を、人桂別ではない単なる「学校」に変えるための計画を立案
することであった。この判決は、人種別教育を廃止するための積極的な義
務を最高裁判所が明言した最初の判決である。さらに、人種別教育廃止と
は、強制的な分離を終わらせるというよりも、白人校と黒人校の廃止であ
ると定義された。この判決以降、学校の人種構成に基づいて、人種別教育
lの
を廃止すべきかが判断されるようになった。しかし、強制バス通学が始ま
るのは、次に述べるスワン判決以降である。
（3）スワン判決（1971）：人種割合の均衡をめざした強制パス通学
スワン対シャーロットーメックレンハーグ教育委員会事件（ふ“肌け仇
α山地諭k地面堀風脚叛〃払戚短）に対し最高裁判所は1971年に判決を下
した。シャーロットメックレンハーグとはノースカロライナ州の郡内の
大きな学校区である。その学校区には8万人の生徒がいた。黒人生徒のほ
とんどがシャーロット市に住み、白人生徒の大半はメックレンハーグ郡の
郊外に住んでいた。教育委員会が1965年に採択した地区指定計画と自由選
27
訳による転校条項は、第4控訴巡回裁判所で認められた。しかし居住区に
よる人種隔離が行われていたため、大半が黒人、あるいは大半が白人とい
う学校が多く残った。そのため、「白人」校と「黒人」校をなくすための
積極的な行動を求めた1968年のグリーン判決に照らして、原告たちは、地
区指定計画と自由選択による転校条項以上の救済を地方裁判所に求めた。
そして地方裁判所は、人種割合の均衡を実現するために、郡を横断する大
量強制バス通学を命じたのであった。各学校で黒人と白人の占める割合が
同一になるように要求された。この判決を1971年に連邦最高裁判所が全員
1の
一致で支持したのである。
スワン判決で認められたのは人種割合の均衡と強制バス通学である。し
かしもし法律によって南部で行われている人徳別教育にだけ、スワン判決
が適用されるならば、法律ではなく居住区の人種隔離によって事実上の人
種別教育が行われている北部諸都市では、人種別教育はなくならないこと
15I
になる。北部諸都市で行われていた事実上の人種別教育廃止に影響を与え
ることになるのが次に述べるキーズ判決である。
（4）キーズ判決（1973）：北部諸都市の訴訟を刺激
キーズ対デンバー第1学校区事件（物日．∫r血01仇扇r肋．ノ，かどだ71どr，
Cobm血）に対して1973年に連邦最高裁判所が下した判決では、人種による
住宅隔離によって生じた人種別教育の責任を、教育委員会が負うこともあ
りうるとした。が、判決に際して最高裁判事の意見は割れた。ブラウン判
決からスワン判決までは、薇高裁判所は全員一致の判決を出してきたが、
キーズ判決とそれ以降は、最高裁から全員一致の判決は出ないようになっ
16I
た。全員一致の判決が出ないのは最高裁判事の交代があったからである。
退任した2人の判事と代わったルイス・F・パウエル2世（LewisF，
Powell．Jr．）判事とウイリアム・H・レーンクイスト（WilliamH，Rehnquist）
17I
判事を任命したのはニクソン大統領である。最高裁判事を任命するのは大
統領であるから、政権交代と同一時期ではないが、政権交代によって最高
2g
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我の判断が変わりうるのである。
キーズ判決では次のように考え方が分かれた。スワン判決に加わったウ
イリアム・0・ダグラス（WilllamO．Dougtass）判事は、法的に定められた
人種別教育も事実上の人種別教育も同じだとした。そして住宅分布は州の
決定に影響を受けているので、地区の学校に通わせるということは、憲法
18I
修正第14条の、州が守るべき平等保護条項に違反するとした。
1972年にニクソンによって任命されたルイス・F・パウエル2世判事は
少数反対意見として、1971年のスワン判決に言及した。南部においてさえ
も、住宅分布を決定したのは州の行動とは限らないから、人種別教育は州
が原因と必ずしも言えない。そして、スワン判決は、実際の憲法違反から
生じた結果に対しで慎重に対処したものではないとした。またパウエル判
事は、ダグラス判事と異なり、生徒が地区の学校に通うことによって白人
校と黒人校ができても、他の点で、学区制度が人種統合されたものであり
191
差別がなければ、それは憲法違反ではないと考えた。
ニクソン大統領が任命したレーンタイスト判事も反対意見を書いた。
レーンクイストは、法律による差別という基準もしくは意図的な差別行為
の有無に厳格に従うべきだとした。デンバーのように州が定める白人校と
黒人校という二重制度がない場合、人種別教育を引き起こしたのは、州な
のかそれとも教育委員会なのかを個別の学校で注意深く分析してみる必要
WC
があると主張した。
このように、ニクソンが1972年に任命したパウエル、レーンクイスト両
判事の主張は、「南部戦略」を選挙公約にした大統領の考えに近いと言え
よう。
ただし、ニクソンが1970年に任命したハリー・A・ブラックマン
（HarryA，Blackmun）判事は多数意見側の1人であった。また1969年にニ
クソンが任命したウオレン・E・バーガー（WarrenE．Burger）首席判事は
多数意見に賛成した。そして法廷の意見を述べたのは首席判事ではなく、
陪席判事のウイリアム・いプレナン2世（WilllamJ．Brenn礼Jr．）であっ
29
2り
た。
全員一致の判決ではなかったがキーズ判決は、北部都市における一連の
訴訟を刺激し、カリフォルニア州のロサンゼルス、ストノクトン、デラウ
ェアー州ウイルミントン、インディアナ州インディアナポリス、マサチ
ューセッツ州ボストン、スプリングフィールド、ミシガン州デトロイト、
ミネソタ州ミネアポリス、ネブラスカ州オマハ、オハイオ州デイトン、コ
22I
ロンブス、クリーブランドで、包括的な強制バス通学が計画された。
（5）ミリケン判決（1974）：人種別教育廃止の救済策を制限
大都市でも人種別教育廃止の訴訟が起こるようになった。ミリケン対ブ
ラッドレー事件（〟iJJ挽ど”U．βrddグ）に対し1971年に地方裁判所が下した判
決では、デトロイトの教育委員会は、人種別教育制度を作って維持してお
り、修正第14条に違反しているとした。裁判時、デトロイトの学校区は
64％が黒人という学校区であった。人口統計は近い将来さらに黒人が増加
する傾向を示していたので地方裁判所は、デトロイトの学校区だけでは効
果的な救済策は得られないという結論を出した。デトロイトだけで人種別
教育の廃止を行えば、多くの白人家族の引通しにより、デトロイトは圧倒
的な黒人学校区になるだろう、という証言に基づき裁判所が下した結論で
得，
あった。
州が作った学校区は州の権限のもとにあるとした上で、地方裁判所は大
都市圏の大規模な救済命令を出した。つまり郊外にある53の学校区とデト
ロイトを統合し、すべての学校で人種割合の均衡が達せられるように生徒
たちにバス通学をさせるというものであった。これが実行されれば75万人
241
の生徒を擁する学校区ができるはずだった。
控訴裁判所は、郊外地区の責任を訴訟手続きから除くということ以外は、
地方裁判所の判決を支持した。しかし最高裁の審理では判専らの意見が分
かれ、結局、両下級裁判所の判決は1974年に破棄された。理由は、50以上
の教育委員会の再編、税金、財政、カリキュラムの相違、大規模な輸送の
30
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問題があるからである。また州政府による居住地の人種隔離が都心部と郊
外でそれぞれ行われる人種別教育の主要な原因であれば、学区間の人種別
教育廃止が採択されることになるが、州の責任は証明されなかった。この
第1次ミリケン判決が、人種別教育廃止による救済策を制限した最初の主
251
要な判決になった。
1973年のキーズ判決では少数反対意見を書いたパウエル、レーンタイス
ト両判事に、ニクソンが任命した残りの2人の判事、バーガー、ブラック
マン、それにドワイ　トD・アイゼンハワー（DwightD，Eisenhower）大統
翁削こ任命されていたポッター・スチュアート（PotterStewart）が法廷の多
26I
数意見を形成した。キーズ判決では、1974年のミリケン判決の時と最高裁
判事の構成は同じであったが、5対4で、最高裁は人種統合による救済方
法を制限する判決を出したことになる。
3　ボストンのパス通学
（り　モーガン判決：強制パス通学を命令
人種による住宅隔経によって生じた人種別教育の責任を、教育委員会が
負うこともありうるとしたキーズ判決（1973年6月21日）が判例として影
響力を持っていた一方で、人種別教育の救済を制限したミリケン判決
（1974年7月25日）をほほ1ケ月先に控えていた1974年6月21日、ボストン
では地方裁判所判事アpサー・W・ギヤリティ（ArthurW．Garrity）が、
モーガン対へニガン事件（〟喝の私〟彿廟の　において強制バス通学を命
ずる判決を下した。この判決で有罪となったのは、人種別教育制度を維持
するボストン市教育委員会である。ここにいたるまでの経緯は概ね次のと
おりである。
5人の委員から成るボストン市教育委員会は1963年から74年の判決まで、
人種別教育を廃止するどんな試みにも抵抗してきた。1965年の人種不均衡
是正法（RaclalImbalanceAct）のE的は州の学校、とりわけボストンにあ
る学校の人種別教育の廃止であったが、アイルランド系の政治家が牛耳る
31
ボストン市教育委員会は改革に頑強に抵抗した。教育委員会が起こしてい
た人種不均衡是正法の憲法違反の訴えを、マサチューセッツ州最高裁判所
は1967年、全員一致で退けた。ここには州政府とボストン市教育委員会と
の対立がある。歴史的に見ても、アイルランド系と黒人との敵対関係は南
北戦争以前からあった。また北部の改革派は、黒人奴隷に対し同情的であ
27〉
ったが、アイルランド系カトリック教徒に対しては敵対的であった。
ボストンの全米黒人向上協会（NAACP）は1960年代の初めに、教育委員
会に行き、苦情を述べた。黒人の通う学校が劣り、いい教育も行われてお
らず、住宅分布による事実上の人種別教育が行われていることを認めさせ
ようとしたが、教育委員会は黒人の要求に応じなかった。そのため、教育
委員会提訴に議論の余地がなくなっていった。
1970年10月には、マサチューセッツ人種差別反対委員会（Massachusetts
CommissionAgainstDiscrimination．MCAD）は、ロズリンデpル・ハイス
クールに入学を拒まれた生徒の父親を代表して訴訟を起こした。1971年6
月には、自由入学の運用に際して差別をしているとして、人種間の不均衡
を是正するよう裁判所が命じた。それを教育委員会が無視したので、その
命令が強制されるようMCADiま訴訟を起こした。1971年12月、今度は、
健康教育福祉省（HEW）の公民権局（OfficeoECivilRights，OCR）の捜査官
たちは、公民権法第6編に違反しているとした。何ヶ月もの交渉と法的な
審査を経て、HEWの審査委員会と行政法審判官はOCRの主張を支持した。
決定的な訴訟は1972年3月15日に起こされた集団訴訟である。この訴訟は、
15人の黒人の親たちと43人の子供たちを代表して起こされた。第1原告人
に選ばれたのはタルラー・モーガン（TallularMorgan）であった。またボ
ストン教育委員会議長がジェームズ・へニガン　OamesIiennigan）であっ
Z81
た。モーガン対へニガン訴訟と呼ばれているのはそのためである。
（21実施された強制パス通学
1974年6月21日に出た強制バス通学を命ずる判決は、同年の新学期から
32
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実行に移された。新学期が始まった9月12日には、サウスボストンを除い
て、開始された強制バス通学に大きな混乱は起きなかった。しかしその日、
黒人を乗せてサウスボストンから出た通学バスの何台かに、石やぴんが投
げつけられた。重傷にはいたらなかったが、飛び散るガラスで9人が負傷
29I
した。
翌日の9月13日（金）になると、市当局がサウスボストンで警戒にあた
った。週末にはケヴイン・ホワイト（KevinWhite）市長がサウスボストン
でのデモ行進を禁じた。9月16日（月）には、数百人の大人と若者の群集
を警察が追い散らした。それに対する報復として3百人の暴徒たちが、ア
ンドルー・スクエア一駅に入り、黒人を襲い、電話を引きちぎり、ペンチ
を破壊した。逮捕者はその日、24人にのぼった。10日たってもバスは依然、
投石され、ハイドパーク・ハイスクールには警察が入った。サウスボスト
ンではデモ行進が日常化していった。10月4日（金）には5千人とも1万
人とも言われるデモ隊が行進した。その日、サウスボストンでは日中、
125人から成る機動部隊が投石者と衝突した。夜になると、ラビット・イ
ンというバーにいた25人から30人の客によって3人の警察官が、一人の投
石者の逮捕を邪魔された。翌晩、機動部隊がラピッ　トインに突入し、
301
パーを破壊し、バーにいた客を無差別に殴り、10人が病院に運ばれた。
10月7日（月）午後、道路や公共建築の補修員をしているハイチ出身の
黒人が、サウスボストンのクリーニング店で働いている秦を車で迎えに行
く途中、信号で止まった。そのとき通学バスを襲おうとして警察にとめら
れていた暴徒が、車から逃げる黒人を追いかけ、蹴ったり、殴ったり、ホ
ッケーのスティックで激しく殴打した。警察官の空中への威嚇射撃によっ
てその黒人は難から逃れることができた。
10月8日（火）、誤動作させた非常ベルによって1500人の生徒たちがイ
ングリッシュ・ハイスクールからなだれ出ると、ミッション・ヒル地区に
は暴徒が入り込み投石が始まった。夕方にはその付近を走るパスが運行停
止になった。機動隊との衝突によって、その日、24人の白人と14人の黒人
33
が負傷した。翌9日、市長が要請した連邦法執行官の導入をギヤリティ判
事は却下した。しかし判事が連邦政府の介入を却下した日に、ニクソンの
辞任によって8月に大統領に就任して2ケ月目のジェラルド・フォード
（GeraldFord）大統領が記者会見で質問を受けて、ボストンの強制バス通
学は最善の解決法ではないとして、こう答えた。「人種割合を均衡させる
ために強制バス通学をさせることに、私は一貫して反対してきた。…そう
いうわけで、私は、【ギヤリティ］判事に敬意を表しながらも、その命令に
3り
は同意することはできない。」
強制バス通学が始まってから26日間に、少なくとも140人が逮捕され、
69人が治療を要するケガを負った。最初の深刻な事件はサウスボストン・
ハイスクールで10月初めに起こった。カフェテリアでは殴り合いの応酬が
あり、トレイとスパゲティーが飛び交った。機動部隊と150人の州警察が
導入された。5過日に入った10月15日、ハイドパーク・ハイスクールでは、
黒人によって白人が刺され機動部隊が導入された。白人の抗議行動に対し、
フランシス・サージャント（FrancisSargent）知事が、5百人の州兵を導
入し、ボストン市の兵器庫に待機させた。その直後、火炎瓶を持ってハイ
ドパーク・ハイスクール付近を走行していた白人の若者4人を警察が逮捕
した。10月の終わりから11月にかけては、大規模な強制バス通学反対の集
32）
会が行われた。
12月6日校長の留守にサウスボストン・ハイスクールに入り込んだ大人
たちが講堂で白人学生を扇動し集会を開いたが、警察は約3百人の白人を
追い出した。翌7日夜には、ウォールポール州刑務所で暴動が起こったた
め、サウスボストン・ハイスクールには州警察が突然ひとりもいなくなっ
た。翌日ハイスクールでは午前中に暴動が起こり17歳の白人生徒が刺され
て病院に搬送された。刺し傷によって肺と肝臓の治療が必要であった。強
制パス通学反対の旗手ルイーズ・デイ・ヒックス（LouiseDayHicks）が暴
徒に対し、125人の黒人をパスに乗せてロックスベリーまで帰すよう促し
ても、効果がなかった。サウスボストン・ハイスクールでは年度が終わる
34
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頃になっても80人から百人の警察官がその場にいるようになっていた。
ウェストロックスベリーの中流階級の白人は、自分たちの子供を脅かさ
れる状況に置きたくない。しかも、引っ越しする余裕がある。とどまって
戦うのがサウスボストンのやり方であるが、サウスボストンの人々は他に
選択の余地がなかったのである。1970年代、80年代のハイドパークでは、
黒人家族が引っ越してくると白人家族が引っ越ししてハイドパークから出
みり
て行った。そこでは1982年には住民の85％が黒人になっていた。
（3）METCO：もうひとつのバス通学
大都市教育機会委員会（MetropolitanCouneilforEducationOpportunity．
MI汀CO）が発足したのは、ボストン郊外の7つの学校区が、黒人生徒の
バス通学受け入れを決めた1966年である。METCOは、マサチューセッツ
工科大学のリーオン・トリリング（LeonTrilling）が連邦政府とカーネ
ギー・コーポレーションからの資金援助で始めたものである。METCOが
30の郊外地区に黒人生徒をバス通学させた数は1966年には220人、71年か
ら72年は1580人である。待機リストには1300人がいたという。74年から75
年にかけてMETCOは2500人近くの黒人生徒を郊外にパス通学させた。
METCOの活動は強制バス通学とは異なり、黒人生徒の受け入れ側である
郊外の7つの学校区の了解のもとに行われているもので、ボストン市は直
3SI
接、費用を負担してはいない。
ボストンの強制バス通学の反対運動は全米に報道され、人種統合の失敗
を印象づけた。しかしMETCOは強制バス通学開始以前から、小規模では
あるが人種統合教育をめざして黒人の若者を郊外の学校に通わせていた。
本論ではこれまで、人種を統合して教育を行うことが黒人にとってどのよ
うな意味を持つのかについては触れてこなかった。METCOに参加した黒
人生徒65人にインタビューして『もうひとつのボストンバス通学物語』を
著したスーザン・E・イートン（SusanE．Eaton）によれば、人種統合教育
の意義は、将来の成功に不可欠な教育の場の提供にある。
35
簡単に言うと、白人の中流階級は、アメリカで歴史的に優位に立って
きたた捌こ、友人や知り合い、また名のある学校によって、特種を永続
化している。人種別教育を受けてきた黒人は……アメリカ社会での成功
36〉
や名声を強力に促進するものから取り残されている。
さらにイートンは、人種別教育によって閉ざされていた世界が、人種統
合教育を経験したMETCO参加者の内面に展開される、と捉える。
もし［METCO］プログラムが成功しているのなら、別のものだと思
っていた世界が、実は、自分たちの世界とつながっていたということを
知るようになる。METCOによって近づけられた白人の住む郊外と白人
のアメリカは内在化され、広がる領域の一部、つまり身近な世界になる
37）
のである。
そして、人種間の関係をMETCOで学生時代に経験すれば、のちに経験
することになる人種差別を克服する可能性を秘めているのではないか、と
イートンは推し量る。
もとMETCOの生徒が郊外で経験したものは、より大きな社会に存在
するものの反映だということを後の人生で分かるようになる。大人にな
って人種差別に直面し、人種に基づいた誤解に対処し続けるようになっ
た。若いときに、白人のいる学校に通学したので、そういう領域を超え
38）
て行くのに、よく準備ができているのかもしれない。
このMETCOは現在（2005年1月）、39年巨＝こ入っている。
これまで見てきた初等・中等教育の先には、高等教育がある。高等教育
を受けても受けなくとも、いずれ黒人は就職の問題に直面する。包括的と
言われる1964年の公民権法が、雇用に触れているのは当然であろう。
36
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4　アファーマテイブ・アクション
（1）規範を変えた現実
a　公民権法の思想対アファーマテイブ・アクションの思想
1964年の公民権法の第7編は、平等な雇用の機会について定めたもので
ある。人種、皮膚の色、宗教、性、出身国を理由に雇用者は、雇用を拒ん
だり、解雇したりすることはできない。また、労働組合も、人種、皮膚の
色、宗教、性、出身国を理由に、組合から追放したり、差別したり、雇用
の機会を奪ったり、制限したりすることは禁じられている。つまり、雇用
の条件は、能力や資格によるべきものだと定めている。公民権法は、その
効力によって、アメリカが人種差別から脱却し、だれもが才能や望みを伸
ばせる社会への変革を目指したものであった。
アファーマテイブ・アクションとは特定の集団を優遇する措置であるか
ら、1960年代にあってアファーマテイブ・アクションは思想的には、人種
間の平等が運動原理となった公民権運動に逆行するものである。さらにア
メリカの政治風土では、少なくとも思想的には、個々の人間が持つ相違に
は目を向けず、市民を抽象的に捉え、それぞれの市民が同等の権利を持つ
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ものと考えられてきた。機会均等の国アメリカは、実力主義社会であり、
才能と勤勉によって得ることのできるものすべてを手にする権利があると
見なされる社会である。1964年の公民権法第7編は、肌の色による差別が
行われないように、平等な雇用の機会を確保するために作られた。この法
律には、集団間の相違は存在しないという思想がある。
以上から、1964年の公民権法は思想的にアメリカの政治風土になじむも
のであると言えるが、特定の集団を優遇するというアファーマテイブ・ア
クションの思想は、従来のアメリカの政治風土からの逸脱と言えよう。
しかし、退役軍人への優遇措置法は、1964年の公民権成立の20年前に議
会を通過しているばかりか、このような主張は南北戦争後からアメリカに
401
はある。
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b　退役軍人への優遇措置と黒人への優遇措置へのためらい
アメリカでは、連邦政府とほとんどの州で、公務員試験を受ける退役軍
人のうち、体の不自由な退役軍人あるいはその秦には、10点加算し、体の
不自由でない退役軍人には5点を加算している。しかも、加えられた得点
が、退役軍人以外の受験者と同じ得点になった場合は、退役軍人の方に優
41〉
先権が与えられることが多い。
1900年には、7138人の連邦政府職員に採用された出願者のうち、退役軍
人ということで優先権を与えられたのは、わずか45人だけであった。しか
し、退役軍人のために、1919年に優遇措置法（PreferenceAct）ができると、
新規採用の連邦政府職員における退役軍人の占める割合は、1％以下から
42）
約25％に上昇した。
障害者にならなかった兵士に対する優遇措置を制度化するかどうかにつ
いて、数十年にわたる議員への働きかけ以上に大きな役割を果たしたのが、
第2次世界大戦であった。大戦開始前、1936年にフランクリン・ローズヴ
ェルト（FranklinRoosevelt）大統領は、こう考えていた。国家への奉仕は、
市民としての義務であり、税金の支払いと似ており、個人に特別な価値を
もたらすものではない。ローズヴェルト大統領は障害者になった退役軍人
への優遇措置は認めていたが、障害者にならなかった退役軍人への優遇措
置は認めていなかった。しかし結局、世論の後押しもあって、1944年退役
軍人優遇措置法（Veteran．sPreferenceActof1944）は下院では312対1で、
43）
上院では議論なしで可決された。その法律の内容は概ね次のようになって
いる。
1）障害者になった退役軍人、その妻、退役軍人の未亡人に、10点加算
する。加算された結果の得点が、合格点であれば、名簿の最上位に載
せられる。
2）障害者ではない退役軍人には5点加算され、同一得点の場合は、退
役軍人でない人に対して優先権がある。
∬
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3）警備員、エレベーター操作員、郵便配達員、用務員は、そういう職
種があれば、退役軍人に限られる。ただし、このように仕事を確保さ
胡I
れるのは、戦後5年以内とする。
退役軍人へのような優遇措置は黒人には適用できないのだろうか。ジョ
ン・デイヴイッド・スタレント二一　日ohnDavidSkrentny）は次のように
述べている。
たとえば、どの黒人にも、試験において5点優遇とか、ジム・クロー
制度のもとで生きていた黒人に10点優遇するとか、あるいは無条件に優
遇するような法律を議会が通過させ、それをアフリカ系アメリカ人優遇
措置法と呼ぶようなことがあれば、国民の激しい抗議は想像にかたくな
い。＝…・おそらく、黒人と退役軍人を比較することに反対が出るだろう。
退役軍人は軍務に服した人で、苦難を経験した人かもしれないが、特定
の人種に対する優遇措置は……実際は無差別である。徴兵された者と出
願した者、また実際に戦った者とアメリカで楽なデスクワークをしてい
た者との区別には注意を向けなかった。さらに、退役軍人への優遇措置
は、単に、法的な義務を果たしている人々への優遇措置でもある。とに
かく、公正を欠いた人種差別にもとづいた法律のもとで苦しんできた何
百万というアフリカ系アメリカ人がまだ生きており、もし補償の論理で
優遇措置が正当化されるのであれば、必要に応じて、そういう人々を選
j51
び出すことは可能であろう。
C　アファーマテイブ・アクションを可能にした要因
補償の論理は確かにアファーマテイブ・アクションを正当化できる。し
かし、それはむしろ、実施にこぎつけてからの論理補強にすぎず、アフ
ァーマテイブ・アクションに行き着かざるをえなかったのは、黒人暴動と
いう現実的な要因、それに数値で人種差別の是正を判断する行政機関の成
果主義があった。
39
（り　黒人暴動対策
1960年代の深刻な人種暴動という人種危機によってアファーマテイブ・
アクションなど、通常では実施のむずかしい、人種を対象にした措置が必
要だという主張を可能にしていった。この人種暴動という危機によって、
基本原則をめぐる争いが政治になり、危樺を沈静化する新たな方法が求め
461
られた。
1964年の公民権法、翌65年の投票権法の成立によって、公民権運動は勝
利をおさめたかのように見えた。法的な平等を、黒人が勝ち取ったとして
も、現実に、たとえば、失業率は、依然として、白人の2倍であったり、
職に就いている黒人は、低賃金の職業に集中したりしていた。また、黒人
の多くが、依然として、十分な教育を受けておらず、熟練を要する職業に
47I
就くための経験を積んでいなかった。
1964年の公民権法が7月2日に連邦議会で可決された、その16日後に、
ハーレムで黒人暴動が起こった。事の発端は、沓寮が黒人を射殺したこと
であった。1963年に、20万人におよぶワシントンでの大行進を租織した、
ベイヤード・ラステイン（BayardRustin）は、数百人の黒人を、道から解
散させることができなかった。翌週、暴動は、ブルックリンとロチェス
ターで起こった。その年の夏、警察の暴力に端を発したと思われる暴動が、
北部の各地の都市で起こった。1965年8月11日、南ロサンゼルスのワッツ
地区で大規模な暴動が起こった。黒人が、酔っ払い運転で、警察に逮捕さ
れたことに端を発していた。車に乗っている白人、警察官、白人ジャーナ
リストを襲撃することから始まり、暴動は6日間に及び、放火と略奪が広
範囲で起こった。死者34人、負傷者1072人、破壊されたり損害を受けたり
した建物は977件、逮捕者は4千人以上、暴動に加わった者は推定3万人
以上、暴動を支持していた見物人の推定人数は6万人以上、という破壊的
な暴動であった。このような暴動に対し、公民権運動の指導者たちは、影
欄〉
響力を行使して秩序を維持することはできなかった。
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ワッツ地区における暴動で、アメリカでは黒人の不満が主要な課題とい
うことになった一方、その不安を抑圧し、暴動を起こした者に、何らかの
報いを与えるべきではないという主張が、アメリカ国内では大半を占めて
いた。ジョンソン政権内では、特定の人種（黒人）に的を絞った対策が、
正当な手段ということは明らかになっていたが、それを、表に出すことを
避けたのはそのためである。たとえば「黒人のために」ではなく、「不利
な状況にあるあらゆる人々」という表現にすることによって、直接、黒人
を利するような政策であることを、あいまいにした。1967年、68年には、
有力企業人の間には、人種に基づいた雇用を主張する声が次第に大きくな
49I
ってきていた。
（診　行政機関の成果主義
公民権担当の行政官は、差別を計る尺度として、雇用されている黒人の
比率を監視していた。行政官にとっては、数字に表れた値が人種差別の尺
度であった。そこで、特定の人種、黒人の雇用を増やすことによって、結
501
果としての人種差別の改善を求めた。この傾向は、1950年代からあった。
人種を考慮することによって、人種差別をなくそうとしたのである。
平等な雇用の機会を定めた1964年公民権法第7編によって「雇用平等機
会委員会」（EqualEmploymentOpportunityCommisslOn．EEOC）が設置された。
この委員会の任務は、「人種、皮膚の色、宗教、性あるいは出身国」に基
づいて行われる差別を禁じた第7編にできるだけ従わせようとすることで
あった。雇用における人種比率を考慮すべきだということは、この法律に
はない。第7編では、抽象的な個人（つまり、人種を考慮に入れない個人）
を守るために人種考慮禁止が、経済的な平等をもたらすと考えられている。
Sll
しかしEEOCを失敗だと考える人は多い。
1965年9月24日の、ジョンソン大統領の大統領命令によって、労働省内
に「連邦契約法令遵守局」（theOfficeofFederalContractCompliance．OFCC）
が作られた。政府と契約を結んでいる企業が、人種差別をしていないかを
41
監督する棟能を持っていたが、契約が取り消しになった企業は1つもなか
った。人員不足や企業に契約を与えている政権内の他の機関が、企業との
52〉
友好的な関係をなくそうとはせず、抵抗を受けたのである。
EEOCもOFCCも、人種差別の意図を証明することに問題を抱えていた。
このような中、アファーマテイブ・アクションは、公民権運動の従来の目
標であり、またアメリ射こおける平等の理想と見なされるようになってい
った。そしてアファーマテイブ・アクションを攻撃すれば、公民権を攻撃
するものとして反論された。アファーマテイブ・アクションは伝統的な価
値と理想、また公民権運動の本来の目的に一致する、と主張されたのであ
531
る。
このようにして定着したと思われたアファーマテイブ・アクションは、
1970年代後半になると、白人がそれによって、逆に差別されているとの主
張を連邦最高裁判所が審理するようになった。
（2）人種考慮：定着から逆差別ヘ
アファーマテイブ・アクションをめぐる裁判のうち、連邦最高裁判所ま
でいった裁判を取り上げ、その変遷の概要をたどってみる。初めに人種を
考慮する雇用をいっそう正当化したグリッグズ対デューク電力会社事件
（C痴群れ」h玩風脚〝C間函ヴ）に触れる。次に、逆差別を訴えた鼓判である
かリフォルこア大学理事会対バッキー事件（鞄野恒の磁彷彿呵棋〃坤か一
料のれβ虚血）をやや詳しく扱う。そして連邦最高裁が審理を拒否したテキ
サス州対ホップウッド事件（乃mHH叫押OOd）に触れ、最後にバッキー訴
訟から25年して連邦最高裁が審理を決定し、2003年に判決の出たグラタ一
対ポリンジャー事件（G撒伽zj．β〃肋ggr）を扱う。
a　グリッグズ対デューク電力会社事件（1971）：アファーマテイブ・
アクション強化
ノースカロライナ州におけるこの訴訟において、連邦最高裁判所が出し
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た判決は、アファーマテイブ・アクションの正当性を明確にさせるもので
あった。ハーマン・ベルツ（HermanBelz）によれば、この訴訟は「雇用す
る際の目的、意図、あるいは動機よりも、雇用慣行によって社会に生じた
結果が、その合法性の判断における決定的要因だとする、集団の権利と結
果の平等を論理的根拠にする方向へ公民権の在り方を移行させたものであ
る。その判決によって、人種を意識した優遇措置を広げる目標が事実上で
きただけでなく、優遇措置の理論的根拠もできた。雇用者は、人種の不均
衡に基づく人種差別で訴えられるのを避けたいと思うようになったのであ
5の
る。」
グリッグズ判決は、第4巡回控訴裁判所における判決を、連邦最高裁判
所が覆したものである。この訴訟の争点になったのは、労働者の資格に関
することであった。その資格に関して、デューク電力会社では、差別の意
図はないと主張していた。会社が要求していたのは、雇用の条件として、
あるいはプラントの仕事に移るための条件として、高校の卒業資格を得る
か知能試験に合格する必要があったことである。黒人従業員が、その条件
要求が差別だとして訴訟を起こしたのである。
95人の従業員のうち、その会社では、14人が黒人であった。問題なのは
人数ではなかった。問題になったのは、会社にある5つの部門のうち、労
働部という部門に黒人が限定されていたことである。労働部を除き、新規
採用者には高校卒業資格が1955年に導入された。会社が1965年に公民権法
を遵守するようになると、労働部から別の部門に移動するときは、高校卒
業資格を会社が要求し始めたのである。
最高裁判所への上訴に先立ち、第4巡回控訴裁判所は、公民権法第7楯
に違反してはいないという会社側の言い分を認めた。高校卒業資格は1955
年に導入され、それは公民権法が1964年にできる9年前のことだから、そ
55I
れに関しては、人種差別にあたらないとしたのである。
第4巡回控訴裁判所の判決を全米黒人向上協会（NAACP）が上訴し、連
邦最高裁判所が審理した。弁護士が法廷に提出した訴訟事件摘要書の一部
43
ではデューク電力会社の悪意を示唆している。「人種差別に関し、別の文
脈において最高裁判所が認識を示してきたように、形式において客観的で
中立的な規則が、実質的に事実上、人種差別的であるということは、十分
ありうる。」また、雇用の際行う試験において、差別の意図が示されなけ
ればいけないならば、「完全に公正な雇用を達成するにあたり、第7編の
1‘1
大半が骨抜きにされるであろう。」
最高裁判所は、原告に有利な判決を全員一致で出した。ただし、9人の
最高裁判事のうち、プレナン判事は判決に加わらなかった。判決文の一部
は次のとおりである。「第7編は、雇用機会における平等を達成し、白人
の従業員という証明されうる集団を過去において、他の従業員よりも優遇
するために機能してきた障害を取り除くことであった。」また、判決文は
続けて、「慣行、手続き、テストが、表面的には中立的であり、また意図
でさえもが中立的であっても、以前の差別雇用慣行の現状F凍結』権能を
果たすならば、公民権法のもとでは、それを維持することが許されない。」
このように人種を考慮に入れて雇用することの正当性がさらに強められた
571
点が重要である。
グリツグズ判決を下した最高裁を構成した判事は、判決に加わらなかっ
たプレナン判事を除き、人種割合の均衡をめざす強制パス準学を、全員一
致で支持した判事たちである。しかし、1971年にこれらの判決を下した判
561
事の中には、ニクソン大紋執こよって任命された判事が2人いたのである。
最高裁判事たちのほとんどは多分に政治的である。しかし「南部戦略」を
打ち出した大統領に任命されたバーガー首席判事とブラックマン陪席判事
が、黒人に有利になるアファーマテイブ・アクションや強制バス通学を支
持したのは、ロサンゼルス南部のワッツでの人種暴動（1964）、その後の
デトロイトでの人種暴動（1967）、キング牧師暗殺をきっかけにして全米
で起こった暴動（1968）などの影響によるものと思われる。つまり、1971
年には2人の最高裁判事もそしてニクソン自身も公民権運動から続く大き
な時代のうねりの中にいたと考えられよう。
44
杉　渕　息　基
1961年から1981年の間、アファーマテイブ・アクションは、雇用、契約、
教育の分野で連邦および州の政策として実施された。その間に在任した大
統領は、共和党からはニクソン（1969－1974）、ジェラルド・フォード
（1974－1977）、民主党からはジョン・F・ケネディ　Uohn F．Kennedy．
1961r1963）、ジョンソン（1963－1969）、ジミー・カーター　OimmyCarter．
1977－1981）であった。しかし、2人の共和党大統領が続いた1981年から
1993年の間、ロナルド・レーガン（RonaldReagan．198ト1989）とジョー
ジ・ブッシュ（GeorgeBush，1989－1993）はアファーマテイブ・アクション
を停止させるためにあらゆる手段を尽くした。しかし、1993年から2001年
の間に在職したビル・クリントン（BillClinton）は連邦のアファーマテイ
59）
ブ・アクション政策を支持し続けた。
カーター政権時代の1978年に下されたカリフォルニア大学理事会対バッ
キー事件也脚的…沌壷両川Ⅶ躯前川助肋）の判決で、白人が、黒
人優遇策によって差別を受けている逆差別という主張が最高裁で認められ
たことは、政治的には、保守派の巻き返しと見ていいのだろうか。次に述
べるように連邦最高裁では、判事たちの意見が分かれ、複雑な人種間題を
踏まえた判断を示した。
b　カリフォルニア大学理事会対バッキー事件（1978）：逆差別を認め
る
（り　アラン・Pリマッキーとは
アラン・P・バッキー（AllanP．Bakke）は、ミネソタ州のミネアポリス
で1940年2月にノルウェイ系の両親のもとに生まれた。父は郵便配達員、
母は教員であった。一時フロリダ州に住んでいたが、ミネソタ大学に入り、
1962年に機械工学で学士になった。学業平均値（GPA）は、4．0満点で3，51
をおさめた。そして全米機械工学学業成績認定委員会に選ばれた。学資が
必要なため、海軍予備役将校訓練部隊に入り大学で学んだ。大学院で1年
学んだあと、1963年から1967年の閥、アメリカ海兵隊の将校としてペトナ
45
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ムで軍務を全うし、バッキーは大尉として1967年に除隊した。
海兵隊を除隊するとバッキーはすぐに、サンフランシスコにあるアメリ
カ航空宇宙局（NASA）研究センターで、研究技術者として勤務し始めた。
間もなく装備工学課の主任補佐になった。勉強を続け、バッキーは1970年
6り
6月に機械工学修士の学位を授与された。
ベトナム戦争に参戦してバッキーは医学に関心を持つようになっていた。
そのため1971年以降、カリフォルニア州にあるサンノゼ大学とスタンフ
ォード大学の夜学に通い、医学部入学に必要な化学と生物学の学部の単位
をすべて修得した。カリフォルニア州のマウンテンビューにあるエルカ
62I
ミーノ病院の救急室でボランティア活動もした。
4年間の軍務と6年間のNASAでの勤務が医学部入学の障壁になりう
ることを承知してはいたが、32歳のバッキーは1972年、カリフォルニア州
立大学デイヴイス校（UCD）の医学部に出願した。しかしUCD医学部に
2年連続で不合格になったバッキーは法的手段に訴えることにしたのであ
63〉
る。
②　カリフォルニア州最高裁判所の判決
マ1ノリテイ
UCD医学部はバッキーが出願したときには百人の定員中、少数民族枠
として16人分を取っていた。そのような枠を設けたのは、UCDにおいて
学生の多様性を欠いていたことを懸念した大学当局が、1970年に医学部入
51）
学者の16％という特別優先入学枠を定めていたのである。
当時57歳のレノルド・H・コルヴイン（Reynoldti．CoIvin）が、1974年に
パッキーの弁護士を務めることになった。パッキー訴訟の主要な争点は修
正第14条の平等保護条項か1964年公民権法第6編によって、少数民族のた
65I
めの入学者人数枠の設定が公立大学に禁じられているかどうかであった。
それが禁じられていると主張するのがバッキーの弁護士である。
コルヴインは1974年6月20日、バッキーの代理としてヨーロー郡上位裁
判所に提訴し、パッキーは人種ゆえに入学を許可されなかったと主張した。
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もし、それが認められれば、UCD医学部の特別入学制度は、合衆国憲法
6の
修正第14条と1964年公民権法第6編に違反しているということになる。
コルヴインとパッキーが証明しなければいけないのは、少数民族のため
の特別入学制度がなければ、パッキーはUCD医学部に入学を認められて
いたかということである。特別入学制度が合憲であるかどうか、また、も
し違憲だとするとバッキーは入学を許可されるかどうかを、裁判官が決め
なければならない。1974年11月末、レズリー・F・マンカー（Leslie．F．
Manker）判事の判決は、特別入学制度を人種割当てのもとに運営されてい
るとし、修正第14条、州憲法ならびに第6編に抵触するとした。どの人種
や民族集団も、特権や免責を与えられてはいけないというものであった。
しかしUCDに、バッキー入学の命令は出さなかった。もし16人の枠がな
くともバッキーは入学を許可されなかったという判断を裁判所がしたので
67〉
ある。
しかし1975年3月、マンカーは判決を修正し、パッキーはどのような場
合にも入学できなかったことをUCDが証明しなければいけなくなった。
大学の弁護士ドナルド・リーダー（DonaldReidhaar）は、即刻1975年5月
にカリフォルニア州最高裁判所に上訴し、1ケ月後に、州最高裁は審理に
応ずることに同意した。1年半経過した1976年9月半ば、6対1という判
事の割合で州最高裁判所は、特別入学制度は修正第14条に違反していると
したマンカー判事の判決を認めた。UCDの特別入学制度という違法な人
種割当てが、修正第14条に保障されたバッキーの権利を侵害しているとさ
れたのである。さらに、州最高裁はUCD医学部に、特別入学制度がなく
とも、バッキーが入学できなかったことを証明することを命じた。州最高
裁の多数意見では、特別入学制度がなくともバッキーが入学できなかった
かどうかの判断をマンカー判事に差し戻すというものであった。特別入学
制度がなくともバッキーが不合格であったという大学側の証明が不十分で
あったので、州最高裁判所は先の判決を修正し、バッキーのUCD即時入
学を命じた。しかし、その命令は、合衆国最高裁のレーンタイスト陪席判
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事によって1976年11月に、手続きを一時停止させる命令が出た。カリフォ
サー7すレーライ
ルニア大学理事会が1976年12月に請願することになっている裁量上訴の結
68）
果が懸案になっているからであった。
③　合衆国最高裁判所の判決
9人の合衆国最高裁判事のうち少なくとも4人の判事が同意すれば、最
高裁は審理に応ずる。バッキー裁判では、1977年2月18日に5対4で裁量
上訴が認められた。認めた5人はポッター・スチュアート、バイロン・
R・ホワイト、ルイス・F・パウエル2世、ウイリアム・H・レーンクイス
ト、ジョン・P・スティーヴンズ　UohnP．Stevens）であった。認めなかっ
た判事は、ウイリアム・いプレナン2世、サーグッド・マーシャル
（ThurgoodMarshau）、ウオレン・E・バーガー、ハリー・A・ブラックマン
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であった。
判決は1978年6月28［＝二下された。9人に判事のうち5人が完全に支持
する意見はなかった。パウエル判事の判断の一部に4人が賛成するかある
いは反対するかということで、5人の意見という形になった。パウエルは
次のように考えていた。カリフォルニア州最高裁の判決を支持するのは連
邦最高裁では4票である。バッキーの入学と原告の制度の無効性を認める
4票にパウエルは自らの票を投ずる。しかし原告の入学制度において人種
を考慮することを禁ずるという部分に関してパウエル判事は違った考えを
70）
持っているので、それを破棄する。判決はこの線に沿って出た。
カリフォルニア州最高裁の判決は完全に破棄されるべきだったとする4
人（プレナン、ブラックマン、ホワイト、マーシャル）の意見は、プレナン
が書いた。この意見では第6楯の観点からも、あるいは修正第14条の平等
保護条項からも、UCDの計画は有効であるという結論であった。カリフ
ォルニア州最高裁の判決は完全に認められるべきだとする4人（バーガー、
レーンクイスト、ステイーヴンズ、スチュアート）の意見は、スティーヴン
ズが書いた。この意見ではバッキーがUCDに不合格になったのは、UCD
4g
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側に第6編違反があったからだとし、大学の入学選考過程において人種が
71I
用いられることに反対した。
原告の特別入学制度は違法であるため被告バッキーの医学部入学は認め
られなければならないというカリフォルニア州最高裁の判決を、パウエル
は支持する。これと意見を同じくするのはバーガ」、レーンクイスト、ス
ティーヴンズ、スチュアートの4人の判事たちであった。しかし、入学者
選考にあたり原告が人種にどんな考慮もしてはいけないという、州最高裁
の判決をパウエルは破棄する。これと意見を同じくするのがプレナン、ブ
7の
ラックマン、ホワイト、マーシャルの4人の判事たちであった。
パウエルの結論は次のとおりである。UCDの特別入学制度によってバ
ッキーは平等の保護を否定されたゆえ、バッキーの医学部入学を認めたカ
リフォルニア州最高裁の命令は有効である。また、人数割当てに関しては、
連邦政府から財政援助を受けている学校が、人種や肌の色にもとづいて出
願者の差別を実際にしているのであれば、正当化されうる。しかし、
UCDは意図的に少数民族に対し差別をしたという記録がないので、人数
割当ての方法を探る必要はない。と言いつつもパウエルは、出願者の人種
を考慮に入れた入学者選抜方法を大学が工夫することもできると書いてい
731
る。
このように連邦最高裁の判決は777－マテイブ・アクションに逆差別
という問題を認めながらも、人種を考慮する入学者選抜方法をまったく否
定したわけではなかった。つまり大学が何らかの形でアファーマテイブ・
アクションを実施する可能性を残したのである。そのためバッキー判決後
も引き続き、逆差別訴訟が起こることになった。次に扱うホップウッド対
テキサス事件（〟砂川〟れコも都）は連邦最高裁が最終的に審理を拒否した
逆差別訴訟である。
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C　ホップウッド対テキサス州事件（1996）
マイノリテイ
（り　テキサス大学ロースクールの少数民族優遇入学制度
テキサス大学ロースクール（theUniversityofTexasSchooIofLaw．UTSL）
では少数民族の入学者選考過程は別に設けられており、選考基準も異なっ
ていた。UTSLが目標とした入学者の比率はヒスパニック系が10％、アフ
リカ系が5％であった。入学を拒まれた4人が、UTSLのアファーマテイ
ブ・アクションに挑んだのである。その中の1人チェリル・ホップウッド
（CherylHopwood）は、重度の障害を持つ子供をかかえた中年の職業を持つ
母親であり、またアメリカ空軍に所属する夫を持つ妻でもあった。残りの
白人男性3人を含む4人の主張は、UTSLが修正第14条の平等保護条項に
74I
違反する差別をしているということであった。
②　連邦地方裁判所と第5巡回控訴裁判所の判決
連邦地方就判所は、UTSLの数億目標を支持したが、その目的に合わせ
て厳密にアファーマテイブ・アクションが実施されてはいないとした。そ
して異なった選考過程で少数民族の出願者を選別するのは無効だとした。
ホップウッドらによって要求された懲罰的損害賠償を与えられなかったの
は、UTSLが誠実に行動していたということを裁判所が認めたからである。
しかし、ホップウッドらは、バッキーのように入学を認められはしなかっ
たので、ホップウッドは第5巡回控訴裁判所に上訴した。
第5巡回控訴裁判所で判決を下すことになる3人の裁判官は皆、共和党
の大統領レーガンとプッシュ（父）に任命された保守的な判事たちであっ
た。この判事たちは1996年に地方裁判所の判決を完全に覆し、UTSLの優
751
遇入学制度に無効の判決を下した。
判決を出すにあたり、3人の判事は、連邦最高裁のパウエル判事のバッ
キー判決を無効にするという極めて異例なことをした。そして、多様性を
獲得するために人種を利用することは、修正第14条の目的を損なうと考え
た。3人の判事のうち2人は、パウエル判事のバッキー裁判に関する意見
5（）
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の多くは他の裁判官の賛成を得たものではないから拘束力を持つ判例には
ならないとした。9人の最高裁判事の中で5人という多数によって支持さ
れたものではないから意味を持った判例にはならない、という緒論を出し
た。そういう「行き過ぎ」にもう1人の判事は、もしパッキー判決に無効
の宣言が必要ならば、それは巡回裁判所の3人の判事ではなく、合衆国最
76）
高裁判所がその決定をすべきだとした。
テキサス大学は、第5巡回控訴裁判所に所属する16人の裁判官全員でホ
ップウッド訴訟を審理するよう要求した。が、9対7で、裁判官たちはそ
れを拒否した。再審を拒んだ9人は共和党のレーガン、プッシュ両大統領
によって任命された判事であり、それに反対した7人は民主党のカーター、
77I
クリントン両大統領に任命された判事たちであった。
テキサス大学の弁護士らは連邦最高裁判所に上訴裁量を求めたが、最高
78）
裁は1995年期の最終日にホップウッド訴訟の審理を拒んだ。最高裁が審理
を拒んだので、1996年に下級裁判所に差し戻され、再び、最高裁まであが
ってきたが、2001年6月、最高裁はまたも審理を拒否した。
その時点で最高裁は、1978年のバッキー訴訟以来、アファーマテイブ・
アクションに関わる、訴訟を審理していない。ところが、2003年6月に、
最高裁が、25年ぶりに、アファーマテイブ・アクションに関わる訴訟に判
79I
決を出すことが、12月2日（月）に決まった。それがグラタ一対ボリンジ
ャー訴訟（G川路汀P．βoJJ玩ggr）である。
d　グラタ一対ポリンジャー事件（2003）
バーバラ・グラター（BarbaraGrutter）がミシガン大学ロースクールに
出願したのは1996年、43歳の時であった。1996年から2002年まで、ミシガ
ン大学の学長を務めていたのがリー・ポリンジャー（LeeBollinger）であ
8の
る。
ミシガン大学のロースクールは全米でトップ・グループのロースクール
の1つである。原告の白人グラターは学業平均値が4．0満点の3．8、ロース
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クール入学テスト（LSAT）が161であったが、ロースクールへ入学ができ
なかったので訴訟を起こした。被告が人種にもとづいて、修正第14条と
1964年公民権法の第6編と法の下での平等を定めた『合衆国法律集』第42
81I
編、第21章、第1981項に違反し、グラターを差別していると主張した。ま
たミシガン大学ロースクールは、人種を主要な要因として使い、冷遇され
ている人種集団の学生よりも、ある少数民族集団に属する似た成績の志願
821
者に、極めて大きな入学の機会を与えている、と主張した。
地方裁判所の判決では、人種を、入学させる要因とするのは違法とした。
しかし第6巡回控訴裁判所は、それを覆し、バッキー判決におけるパウエ
ル判事の意見が、極めて強い公の利益として多様性を確立する拘束力のあ
831
る判例であることを認めた。入学者選抜でロースクールが人徳を使用する
ことが認められたのである。
2003年6月23日の最高裁の判決では、5対4で、多様性のある学生集団
から生じる教育的な利益を得ることへの極めて強い公の利益を促進するた
めに、入学者決定において、ミシガン大学ロースクールが人種を厳密に調
整して利用することは、修正第14条、1964年公民権法の第6編、ならびに
r合衆国法律集J第42編、第21章、第1981項によって禁じられてはいない
以）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　拓〉
とした。アファーマテイブ・アクションが支持されたのである。
裁判所の意見を書いたのは1981年にレーガン大統名削こ任命されたサンド
ラ・デイ・オコーナー（SandraDayO’Connor）判事である。保守とリベラ
ルの間で割れる最高裁判事の中で、オコーナーは判決を決定する浮動票を
起っていた。2000年の大統領選でフロリダ州の票の再計算をやめさせる命
令を出す保守的な判事たちの側に立ち、その結果、ジョージ・W・プッシ
ュ（GeorgeW．Bush）が大統領になった。しかしグラター判決では、リベ
ラルな判事たちの側に立ち、アファーマテイブ・アクションを支持したの
郎）
である。
最高裁が審理を決定してからプッシュ大統領は意見書を最高裁に捷出し、
ミシガン大学のアファーマテイブ・アクション優遇入学制度は人種割当て
52
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8の
に相当し違憲であるとの立場を表明した。一方、アファーマテイブ・アク
ション支持の意見書は軍と民間の指導者から提出された。その中にはレー
ガン大統領のもとで統合参謀本部議長を務めたウイリアム・タロウ2世
（WilliamCrowe．JJ　や湾岸戦争のときに連合軍の総司令官を務めたノーマ
ン・シュワルツコフ（NormanShwarzkopf）、また主要な企業からも意見書
881
が最高裁に提出された。
オコーナーは判決要旨の中で、バッキー訴訟で裁判所の意見を書いたパ
ウエル判事が強調したこととして、「この国と同じだけの多様性を持った
学生の思想と道徳観に『広く触れることによって訓練された指導者に、国
89J
の未来はかかっている』＿　と引用している。
「最高裁は、本日認められた［公の］利益を促進するために、今から25
年後には人種優遇に頼らなくてももはやよくなっているのではないか、と
％）
裁判所は予測している」とオコーナー判事は判決要旨の最後の部分で述べ
ている。が、ヒスパニック系をはじめとする移民が増加し、多様化が絶え
ず進行するアメリカで果たして、人種を考慮に入れずにアメリカ社会で公
の利益が促進されるのだろうか。
おわりに
公民権運動に先駆けて1954年に下された合衆国最高裁のブラウン判決は、
人種隔離そのものが違憲であることを示した。ブラウン判決は、南部で行
なわれてきた人種隔離の法的根拠を無効にしたが、人種別教育の廃止方法
については触れなかった。そのため、人種別教育廃止の方法については課
題を残した。
1964年公民権法第6編が健康教育福祉省に与えた権限は、連邦政府の財
政支援打ち切りであった。人種別教育を続ければ連邦政府から財政援助が
なくなるという一見効果的な方策は、ジョンソン政権以降、共和党に政権
が交代するとその強制力を欠いていった。ジョンソン政権でさえも、適用
地域は南部の黒人の非密集地であった。
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1960年代未になると公民権運動は全米の関心の的ではなくなった。今度
は、人種統合と人種の多様性をめざす動きが地域を舞台に展開した。強制
バス通学をめぐる訴訟が各地の教育委員会を訴訟の当事者にし、合衆国最
高裁判所で争われるようになった。学校における人種割合を均衡させるた
めに強制バス通学を命じたのが、1971年に下されたスワン判決である。法
的に人種別教育が行われている南部から、法律に定められていなくとも事
実上の人種別教育も廃止されるべきであると裁判所が判断したのは、1973
年のキーズ判決である。この判決は北部諸都市における訴訟に影響を与え、
包括的な強制バス通学の計画が北部各都市で行われるようになった。しか
し、デトロイトの人種別教育を救済するために、広く郊外を含む学校区を
作り、強制バス通学を実施する命令が下級裁判所から出たが、最高裁が
1974年下級裁判所の判決を破棄したため実施には至らなかった。このミリ
ケン判決によって、人種別教育廃止の救済策が初めて制限されたのである。
1970年代には少数民族を優遇するアファーマテイブ・アクションを逆差
別だとする白人の側からの訴えを最高裁が審理することになっていた。ア
メリカ社会が容認する能力主義とは逆行するアファーマテイブ・アクショ
ンが実施されるようになったのは、60年代の人種暴動と人種差別解消を数
値で判断しようとする行政の成果主義によって、結果の平等に重きを置く
ようになっていたからである。
南北戦争後、共和党急進派が中心になって進めた再建時代に、憲法に加
えられた修正第14条は、歴史的には黒人の権利を保障するためのものであ
った。また1964年公民権法第6編や7編も当初は黒人の権利を保障するも
のであった。確かに、1971年のグリッグズ対デューク電力会社事件では、
人種を考慮に入れて雇用することの正当性が強められた。しかし、逆差別
訴訟では白人が修正第14条や公民権法第6編を法的根拠に自らの権利を主
張する訴えを起こしたのである。
1976年のバッキー判決では、最高裁判事の意見は分かれたとはいえ、当
初入学を認めらなかったカリフォルニア大学デイヴイス校医学部に、パッ
54
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キー入学の命令を出した。また、人種割当ては違憲としたものの、出願者
の人種を考慮に入れた入学者選抜が否定されたわけではなかったので、引
き続き訴訟が起きる原因にもなった。ホップウッド対テキサス州事件の判
決で、1996年に第5巡回控訴裁判所は、その法城内にあるミシシッピ、ル
イジアナ、テキサスの各州でのアファーマテイブ・アクションを無効にし
た。最高裁はこの訴訟の審理を2度拒否した。しかし2002年に最高裁はグ
ラクー対ポリンジャー事件の審議を決定し、翌年バッキー判決から25年ぶ
りにアファーマテイブ・アクション訴訟に判決を下した。そのとき裁判所
の意見として尊重されたのは、バッキー判決のときと同様に人種の多様性
を認めることが公の利益だということである。多様性を持った集団にする
ためにアファーマテイブ・アクションを持続させる必要があるという判断
である。しかし、移民による多様化が進行する中で、オコーナー判事の述
べるように、25年後のアメリカ国民にはアファーマテイブ・アクションが
不要であろうか。見えざる手が正義と平等を実現させているであろうか。
アメリカに流入する大量の移民は最初、社会の底辺から生活を始めてき
たという歴史がある。移民は、法的保護がなければ、たやすく搾取され、
社会階層を上る機会を奪われる。アメリカ社会がそのようなガラスの天井
を築くことを妨げるためのアファーマテイブ・アクションか、それに準ず
る措置の必要性は、25年たっても変わらないのでないだろうか。万人に平
等の権利と機会を約束するアメリカは、人種間の平等を実現するために、
人種という呪縛からは逃れられないであろう。
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